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【研究要旨】 

令和６年度から開始された健康日本 21（第三次）では、適切な栄養・食生活に関する目標が設

定され、目標指標の改善が推進する具体的な取組が求められている。また、令和６年に改正され

た食事による栄養摂取量の基準を踏まえたうえで、健康日本 21(第三次)で目指す食生活に関連

する目標の到達に向けて国民の行動変容を促す実装まで見据えた食事ガイドを作成することが期

待される。そこで、本分担研究では、諸外国の食事ガイドライン策定に至る科学的知見、改定の経

緯等の世界の動向を調査し、わが国の食事ガイドの作成を検討するための基礎資料を提供するこ

とを目的とした。 

令和 6 年度および令和 7 年度の 2 年間にわたり、諸外国の食事ガイドライン策定に係る動向調

査を実施した。令和 6 年度は、各国の食事ガイドラインの策定経緯、科学的根拠、及び食事摂取

基準との関係性を整理し、国際的な動向の全体像を把握した。令和 7 年度は追加調査として、食

品群カテゴリーの分類方法の比較、および新たな版が公表されたアメリカにおける最新の食事ガイ

ドラインのレビューを実施した。 

その結果、食事ガイドラインは多くの国において法的根拠または国家戦略に基づき策定され、

食事摂取基準等を基盤としながら、食品ベースでの推奨へと翻訳されていることが確認された。ま

た、食品群分類は各国の食文化や政策目的を反映して多様である一方、精製穀物の制限、野

菜・果物の摂取促進、たんぱく質の適切な摂取、添加糖類の削減など、主要な栄養メッセージは

国際的に共通していた。特にアメリカの最新ガイドラインでは、加工度の低い食品を中心とした食

生活への転換が強調され、従来の栄養素中心の枠組みから食品および食環境重視への転換が

示された。さらに、近年の動向として、環境配慮、多様な食事パターンへの対応、健康格差への配

慮といった視点が強化されていることが明らかとなった。 

食品群分類は各国の食文化や政策目的を反映して多様である一方で、精製穀物の制限、野

菜・果物の摂取促進、たんぱく質の適切な摂取、添加糖類の削減など、主要な栄養メッセージは

国際的に共通していた。 

本研究により得られた知見は、我が国における食事ガイド作成に向けて、科学的根拠の整理、

食品群分類の検討、ならびに実装を見据えた政策設計に資する基礎資料となることが期待され

る。 

A. 背景と目的

令和 6 年度から開始された健康日本 21（第三

次）においては、栄養・食生活に関する目標が

設定されている ¹。
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令和５年度まで推進された健康日本 21

（第二次）の最終評価では、栄養・食生活に関

する目標は目標値に達していない（改善傾向）、

や悪化しているとの評価であったため 2、健康日

本 21（第三次）において目標指標の改善が推

進する具体的な取組が求められている。また、

厚生労働省では、令和６年 10 月 11 日に最新

のエビデンスに基づいた「日本人の食事摂取基

準（2025 年版）」（以下、「食事摂取基準」とい

う。）策定検討会報告書が公表され 3、令和 6 年 

11 月 22 日に食事による栄養摂取量の基準の

改正が示された。そこで、栄養摂取量の基準を

踏まえ、かつ健康日本 21(第三次)で目指す食

生活に関連する目標の到達に向けて国民の行

動変容促す実装まで見据えた食事ガイドを作成

することが求められる。さらに、食事は、栄養素、

食物及び料理としての体系的な観点から、適切

な食事の支援につなげるため、既存のガイドラ

インと相乗的に活用できるガイドラインの策定が

期待される。 

本研究分担では、「健康日本 21（第三次）」

の目標達成に向けた具体的な方策として、諸外

国の食事ガイドラインの策定に至る科学的知

見、改定の経緯、食品群分類等の動向を調査

し、わが国の食事ガイドの作成を検討するため

の基礎資料を提供することを目的とした。 

B. 方法

 諸外国のダイエタリーガイドライン策定の動向

を把握するため、各国の政府又はそれに準じる

公式ホームページを調査し、策定経緯や理論

に関する情報を収集した。令和６年度はガイドラ

インの全体構造を整理し、令和７年度は食品群

分類および最新動向の分析を行った。 

○ 調査対象国

調査対象国は、主要国として G7 のうちアメリ

カ 4-24、イギリス 25-28、ドイツ 29-35 及びイタリア
36-38、複数国で１つの食事摂取基準を定めて

いる国のうちデンマーク 39-42、日本と近しい食

文化をもつ中国 43-48 及び韓国 49-54、その他特

徴的な食文化をもつオーストラリア 55-59（乳製

品が多い）、再掲：イタリア（地中海食）を対象と

した。 

○ 調査項目

調査項目は、基本的事項（名称、策定機関、

策定年、法的根拠、目的）に加え、食事ガイド

ライン策定に当たっての科学的知見（具体的

なアルゴリズム、基礎データを含む）や食事摂

取基準、他の食生活に関するガイドラインとの

関係性を調査した。また、現行の食事ガイドラ

インは、幾度かの改定を重ねていることを想定

し、可能な限り過去 20 年程度の間における内

容の変遷及び改定の経緯等を調査した。 

 さらに、食事ガイドラインにおける食品群カテ

ゴリーを検討するため、各国の食品分類を調

査した。 

C. 結果

令和６年度に調査した食事ガイドラインの位

置づけのまとめは表１に、内容のまとめは表２

に示した。食事ガイドライン策定の背景を整理

したところ、ほとんどの国で法的根拠又は計画

に基づき策定されており、発行機関は国のほ

か、関係学会であった。科学的根拠としては、

食事摂取基準および文献レビューが基盤とな

り、さらに数理最適化モデルを用いて食品摂

取パターンが設計されていた。栄養素の摂取

基準を示した食事摂取基準を踏まえた食品・

栄養摂取に関する内容だけでなく、食生活や

食文化を踏まえた内容も含まれていた国もあ

った。最近の改定では、多様化する食事パタ

ーンに対応した内容や、環境に配慮した内容

が盛り込まれている傾向にあった。 

また、ガイドラインは視覚化モデルとして提

示され、消費者にとって理解しやすい形で普

及が図られていた。近年では、多様な食事パ

ターンへの対応や環境への配慮が取り入れら

れる傾向がみられた。 
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 令和７年度に追加調査した食事ガイドライン

で扱われていた食品群区分は、表３に示した。

食品群分類は、ほとんどの国で、食事ガイドラ

インは一般的に、精製穀物を制限しながら全

粒穀物や未精製穀物の摂取を推奨し、野菜や

果物の摂取を奨励し、動物性および植物性たん

ぱく質源のバランスの取れた摂取を強調し、添

加糖類の削減を助言し、好ましい脂肪源として

油を制限し、その質を向上させることを奨励し、

十分な水分摂取の重要性を強調していた。 

各国のガイドラインの詳細は次に示す。 

C-1. イギリス

名称 The Eatwell Guide 

Government Dietary Recommendations5 

策定機関 Public Health England 

策定年 2016 年（不定期） 

法的根拠 Public Health England の規定 

目的 バランスの取れた健康的な食事を実現す

るため 

対象 ・体重、食事制限、好み、民族に関わらな

い 2 歳以上の人々

・1 歳から 18 歳までの男性と女性、および

19 歳以上の男性と女性

The Eatwell Guide（策定機関）の主な変遷

は、1994 年に The balance of Good Health（保

健省、農林水産商品省、保健教育局）、2007

年に The Eatwell Plate（Food Standards 

Agency）、2016 年に The Eatwell Guide（Public 

Health England）が刊行されていた。 

食事ガイドラインの科学的根拠は、WHO ガ

イドライン、保健省関係機関報告書（保健省、

Committee on Medical Aspects of Food Policy

（COMA）、Scientific Advisory Committee on 

Nutrition（SACN）、Public Health England

（PHE)）、National Diet and Nutrition Survey

（NDNS)の結果が使用された。また、The 

Eatwell Guide は、各種文献レビュー、栄養調

査、Linear programming （線形計画法）、食事

バランスガイド開発に係る消費者調査、The 

Eatwell Guide の持続性調査の結果を基に策

定された。 

C-2. アメリカ

※2026 年公表の 2025-2030 年版の情報も含む

名称 アメリカ人のための食事ガイドライン

策定機関 ・米国農務省（USDA）

・米国保健福祉省（HHS）

策定年 2025 年（5 年毎の改訂） 

法的根拠 国家栄養モニタリングおよび関連研究法

（7 U.S.C. 5341(a)） 

目的 アメリカ人の健康増進と食事に関連した

慢性疾患のリスク低減

対象 慢性疾患のリスクを持つ人々を含む、出

生から高齢期までの全米人。 

ただし、ガイドラインは政策立案者と栄

養・健康専門家向けに策定されている 

 ガイドラインの主な変遷は、米国農務省

（USDA）及び米国保健福祉省（HHS）により、5

年ごとに刊行されている。また、ビジュアル化さ

れたものは、米国農務省（USDA）により、2005

年にマイピラミッドが公表された後に、2011 年、 

2022 年にマイプレートが公表された。マイプレ 

ートのアイコンは、意図的にシンプルなデザイン

で設計になっており、5 つの食品群すべてから健

康的な食事を摂るよう消費者に呼びかけ、食事

ガイドラインを実践するためのリソースやツールを

案内するためにデザインされた。アイコンは、より

広範なコミュニケーション・イニシアチブの一部で

あり、単独で消費者の行動を変えることを意図し

たものではないことが示されている。2026 年に公

表された食事ガイドラインでは、「フードピラミッド

を本来の目的に取り戻

す」 と宣言し、栄養教育ツールとしてフードピ

ラミッドを再構築したことを強調し、新しいピラミ 

ッドが公表された。 

 科学的根拠は、前版の食事ガイドライン、食事

摂取基準、食事ガイドライン諮問委員会

（DGAC）による科学的報告書が基本となってい

る。米国・カナダが共同で策定する食事摂取基

準と米国政府独自の DGAC の科学的報告書を

基にアメリカ人のための食事ガイドラインが策定

されていた。Food Pattern Modeling は、２歳以

上、
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２歳未満、添加糖類等のプロトコールが公開さ

れていた。 

 食事ガイドラインの活用として、食事等を提

供する施設や場所でより健康的な食品・飲料

を提供するための食品サービスガイドラインが

策定されていた。 

 さらに、2026 年に公表されたアメリカの新し

い食事ガイドラインでは、これまでの政策が高

度加工食品を助長し、慢性疾患の増加を招い

たという問題意識が明確に示されていた。さら

に、制限すべき食品やライフステージ別の重

点が明確化された。 

C-3. オーストラリア

名称 オーストラリア人の食事ガイドライン

策定機関 オーストラリア・国立保健医療研究評議

会（NHMRC）

策定年 2013 年（不定期） 

法的根拠 Food and Nutrition Policy（1992 年） 

目的 ・健康とウェルビーイングを促進する

・食事に関連する疾患のリスクを軽減する

・慢性疾患のリスクを軽減する

対象 一部の健康リスクを持つ人を除くすべて

のオーストラリア国民に適応。ただし、ガ

イドラインは政策立案者と栄養・健康専門

家向けに策定。

主な変遷は下図のとおり。 

 科学的根拠は、食事摂取基準と Food 

Modelling System から摂取推奨食品群と推奨

量が設定されており、食品・栄養素摂取と健康

への影響は文献レビューに基づいていた。食

事ガイドラインは、Food and Nutrition Policy 

(1992)の下で開発・改訂されていた。食事摂取

基準はニュージーランド政府との共同開発で

あった（最新版は 2017 年発表）。各食品群の

摂取量は、食事摂取基準と、食事摂取基準・

国民栄養調査を基に分析された Food 

Modelling System から算出されたデータを根

拠に食事ガイドラインで推奨する摂取量が決

定されていた。Food Modelling System は、食

品選択の柔軟性を高め、個人の嗜好を尊重で

きるように Linear programming を使用したこと

が報告されていた。 現在、次期新ガイドライン

に関して 2013 年版の改訂にむけたレビューが

2020 年より開始され、2024 年から 2026 年にか

けての策定が進行中であることが分かってい

る。 

C-4. 韓国

名称 韓国人のための食事ガイドライン 

策定機関 保健福祉省 

農業食料農村省 

食品医薬品安全省 

策定年 2021 年（5 年毎の改訂） 

法的根拠 国民栄養管理法第 14 条第２項 

目的 国民健康増進と生活の質の向上のため

に疾病別、ライフサイクル別の特性を考

慮した食生活指針を制定し、定期的に改

訂、普及すること。 

対象 全国民 

主な変遷は下図のとおり。 

科学的根拠は、国民健康栄養調査と食事

摂取基準を基本としていた。食事摂取基準は

食事ガイドラインと同じ法的根拠に基づいてい

て、食事ガイドラインの食品・栄養摂取の指針

に関して科学的根拠として位置づいていた。

視覚化モデルである食品バランス車輪は、

2020 年の韓国の食事摂取基準の改訂に伴い

車輪を構成する食品群が 6 つになり、油脂・糖
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類の項目を追加されていた。食事摂取基準を

活用し、➀国家標準食品成分表で食品可食

部 100g あたりの該当栄養素含有量の高い食

品ランキング 30 位を選別して図表化、➁貢献

度の高い商用食品の 1 回分量当たりの栄養素

情報を提供するために、国民健康栄養調査資

料を基に各栄養素の主要な供給源食品を選

定し、各食品を 1 回分量摂取すれば推奨摂取

量基準にどれぐらい到達するかをパーセンテ

ージ（%）に換算し、グラフ化していた。食事ガイ

ドラインの活用は、地方自治体レベルで毎年

策定される地域統合健康増進プロジェクトガイ

ドで推奨されている。 

 

C-5. 中国 

名称 中国人のための食事ガイドライン 

策定機関 中国栄養学会 

中華人民共和国国家衛生健康委員会 

策定年 2022 年（不定期） 

法的根拠 国家栄養計画 2017-2030 

目的 中国国民の健康的な生活をサポートし、

病気を予防する力を強化し、健康な中国

を築くためのもの 

対象 2 歳以上のすべての健康な人々 

主な変遷は、いずれも中国栄養学会から、

2007 年、2016 年、2022 年に中国人のための

食事ガイドラインが発行されていた。 

 科学的根拠は、中国人のための食事ガイドラ

インに関する科学研究報告書を基本としてい

た 37。食事摂取基準は、食事ガイドラインの科

学的根拠として位置づいていた 38。食事ガイド

に従って、さまざまな食品の量と割合を塔状で

表し、食事パターンをグラフィックで視覚化さ

れていた。中国は 1997 年から食事塔を採用し

ており、シンプルな食餐盘もある。国家栄養計

画 2017-2030 では、食事ガイドラインを推進、

適用していた。 

 

C-6. ドイツ 

名称 よく食べてよく飲む－DGE 推奨事項 

策定機関 ドイツの栄養学会（DGE） 

策定年 2024 年（不定期） 

法的根拠 法的根拠なし 

目的 植物性食品の摂取量を増やし、動物性

食品の摂取量を減らした食事の推奨によ

って、健康を促進し、慢性疾患を予防し、

更に地球の資源も節約する。 

対象 18 歳から 65 歳の混合食の健康な成人 

推奨事項の主な変遷は、DGE により DGE10

のルールが発行されており、2017 年に改定さ

れ、2024には「よく食べてよく飲むDGE推奨事

項」が示された。また、2005 年に発行された

DGE 栄養サークルは、2024 年に改められた。 

 科学的根拠は、栄養、健康、環境の側面を

考慮しながら数学的最適化モデルを用いて開

発されたことが報告されている。 

 

食事ガイドラインの科学的根拠の一部として、

食事摂取基準を活用されており、栄養サーク

ルは、数理最適化法モデルにより算出された。

連邦政府は、ドイツ栄養学会（DGE）の食事ガ

イドラインを栄養政策に組み込んでおり、食事

ガイドラインに基づき、食生活改善等を目指し

た政策、食事等を提供する施設の基準、教材

などが作成されている。 

 

C-7. イタリア 

名称 健康的な食事のためのガイドライン 

策定機関 農業研究と農業経済分析委員会 

策定年 2018 年（不定期） 

法的根拠 法律第 258 号/63、法律第 70 号/75、法

律第 454 号/99 

目的 慢性非感染性疾患予防、長寿、健康、消

費者の受容性と持続可能性 

対象 消費者、栄養と医療の従事者、生産者、

ジャーナリスト、科学者 

 主な変遷は、1997 年に旧国立栄養研究所・

保健省、2003 年はイタリア食品栄養研究所・

農林水産省から、2018 年は農業研究と農業経

済分析委員会で策定されていた。 

 科学的根拠は、WHO とイタリア国内調査の
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データと文献により策定されていた。食事ガイ

ドラインと食事摂取基準は、共にイタリアの食

糧政策の指針（食事ガイドラインは食品と食生

活の奨励事項であり、食事摂取基準は栄養上

の奨励事項である）である。食事ガイドラインは、

政策「肥満および肥満の予防と対処のための

ガイドライン」において、地中海型食事のモデ

ルに基づく食事の質の向上に関する参考文献

である。 

 

C-8. デンマーク 

名称 -公式食事ガイドライン―健康と環境に良

い 

-食事ガイドラインサークル 

策定機関 食品庁 

策定年  2021 年/2022 年（不定期改訂） 

法的根拠 食品法第 4 章第 10 項の可能性 

目的 健康的であると同時に環境にも良い食べ

物や飲み物の摂り方を示し、人々がその

アドバイスに従うことで健康的な体重を維

持し、病気のリスクを減らすこと。 

対象 健康的な 2 歳～65 歳/健康的な 6 歳～65

歳 

ガイドラインの主な変遷は、いずれも食品庁

により、2009 年に８つの食事ガイドライン、2013

年に 10 の食事ガイドライン、2021 年に公式食

事ガイドラインが発行されていた。食事ガイドラ

インサークルは、1980 年代以降 Y プレートモ

デルでしめされていたものが、2022 に食事ガ

イドラインサークルとして示された。 

 科学的根拠は、北欧の栄養素推奨事項（以

下、「NNR」という。）2012、デンマークの食事と

身体活動に関するアドバイスの根拠（2013）、

持続可能な健康的な食事についてのアドバイ

ス―公式食事ガイドラインの補足のための学

術的根拠（2020）である。食事ガイドラインとし

て環境負荷を考慮しデンマークに適応させた

植物性豊かな食生活を定義し、視覚化させた

ものが食事ガイドラインサークルである。

NNR2012 の後、2023 年に NNR 更新版が発

行されており、デンマーク工科大学国立食品

研究所 （以下、国立食品研究所）では、NNR

の最新版によって 2021 年の公式食事ガイドラ

インに若干の調整が生じるかどうかを調査して

いる。  

 

D. 考察 

 本研究により、諸外国の食事ガイドラインは、

科学的根拠、食品設計、実装戦略を統合した

多層的な構造を有することが明らかとなった。 

まず、食事ガイドラインは食事摂取基準を基

盤としつつ、食品ベースの推奨へと翻訳され

ていることが確認された。この翻訳過程におい

て、数理最適化モデルや消費者調査が活用さ

れており、科学的妥当性と実行可能性の両立

が図られている点が特徴的である。 

また、この翻訳過程の中核をなす食品群分

類に着目した。その結果、食品群分類は国ご

とに多様であり、単純な標準化は困難である

一方で、各国の食文化や政策目的を反映した

「最適化された設計」であることが明らかとなっ

た。したがって、日本においても国際的な整合

性のみを重視するのではなく、国民の食習慣

や政策目的に応じた設計が求められる。一方

で、分類の違いにもかかわらず、主要な栄養メ

ッセージは各国で共通していた。このことは、

慢性疾患予防に関する科学的知見が国際的

に収束していることを示しており、日本におい

てもこれらのコアメッセージを明確に打ち出す

ことの重要性を示唆する。 

さらに、近年の動向として、食事ガイドライン

の対象は「栄養素」から「食品」、さらに「食環

境」へと拡張していることが明らかとなった。特

にアメリカの最新ガイドラインは、「加工度の低

い食品」を基盤とした食生活を強調し、従来の

栄養素中心の枠組みから大きく転換していた。

この変化は、慢性疾患の増加という社会的課

題に対応するため、個人の選択だけでなく、食

品供給や環境全体を視野に入れた政策的ア

プローチへの移行を示すものである。また、ラ

イフステージ別の推奨の強化は、食習慣の形

成期への介入の重要性を示しており、特に若

年層へのアプローチの必要性を示唆してい
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る。 

 以上を踏まえると、今後の日本の食事ガイド

作成においては、①食品群分類の再整理、②

加工食品への対応、③ライフステージ別の重

点化、④視覚化および教育ツールの充実、⑤

食環境との統合、といった観点が重要であると

考えられる 

 

E. 結論 

本研究では、令和６年度および令和７年度

の調査を通じて、諸外国の食事ガイドラインの

構造と近年の動向を整理した結果、食事ガイ

ドラインは、科学的根拠に基づく栄養指針を基

盤としながら、食品ベースの実践的な指針とし

て提示され、国民の行動変容を支援する役割

を担っていることが確認された。また、食品群

の構成や表現方法には各国の特性が反映さ

れている一方で、健康的な食事の基本的方向

性には共通性が認められた。さらに、近年のガ

イドラインは、個人の食行動への働きかけに加

え、より実践的な活用に向けた構成へと発展し

ていることが示された。 

以上の知見は、我が国における食事ガイド

の検討において、国際的な動向を踏まえつつ、

日本の実情に即した指針の構築を進める上で

有用な基礎資料となることが期待できる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

１. 論文発表 

Okada C, Katagiri R. Trends and 

Perspectives in Global Food-Based Dietary 

Guidelines: A Narrative Review. Frontier in 

Public Health, 2026 in press. 

２. 学会発表 

Okada C, Katagiri R. Toward Practical 

Dietary Guidelines in Japan: Insights from 

International Approaches. The 3rd Joint 

Science Meeting with the IEA Western 

Pacific Region, 2026. 

 

H. 知的所有権の出願・登録状況 

１. 特許取得 

  なし 

２. 実用新案登録 

  なし 
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  なし 
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表 1  最新版ガイドラインの内容比較 

 

 

 

表２  最新版ガイドラインの内容比較 
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研究協力者 大久保 公美 3 

研究代表者 片桐 諒子 4 

1東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野 

2東京大学大学院医学系研究科社会予防疫学分野 

3東京大学大学院医学系研究科栄養疫学・行動栄養学 

4千葉大学大学院情報学研究院 

 

【研究要旨】 

本研究は、包絡分析法を用いて、日本人の食事において栄養素摂取量の適切性、環境負荷、費

用を同時に考慮した最適な食品摂取パターンを提示し、その食事摂取基準の遵守度を評価する

ことを目的とした。令和 6年度では、成人 400人の食事記録データを用いて包絡分析法により提案

された食品摂取パターンを再分析した。その結果、観察値に比べて、最適化された食品摂取パタ

ーンでは多くの栄養素で食事摂取基準の遵守度が高い一方、食塩や飽和脂肪酸では観察値と

変わらないか、やや遵守度が低いことが示された。令和 7年度では、全国規模の成人約 3000人の

食事記録データを用い、食事の質スコアが最大および食に関連する温室効果ガス排出量が最小

化されるモデルにより、最適化された食品摂取パターンを算出した。その結果、最適化された食品

摂取パターンでは、栄養素の摂取量が推定平均必要量未満の者は、観察値よりも少なくなったも

のの、ナトリウムや食物繊維、飽和脂肪酸では目標量の範囲にない者が依然として多かった。以

上より、包絡分析法を用いた食品摂取パターンの設計では、ナトリウム、食物繊維、飽和脂肪酸の

摂取量を改善するような摂取パターンを見出すことは困難であることが示唆された。 

 

A. 背景と目的 

生活習慣病の予防および健康寿命の延伸

のため、各国では食品レベルでの摂取指針で

ある Food-based dietary guidelines が策定され

ている。一方で、近年は食事が環境に与える

影響への関心が高まり、栄養学的な適切性に

加えて環境負荷や経済性を考慮した「持続可

能な食事」の設計が求められている。 

食品摂取パターンの設計には線形計画法

が用いられてきたが、現実的な食事構成から

乖離するという課題がある。これに対し、包絡

分析法は実際の食事データに基づき、実現可

能性の高い改善パターンを提示できる新たな

手法として提案されている。しかし、この方法

で得られる食事が栄養基準をどの程度満たす

かについては十分に検証されていない。 

本研究では、包絡分析法を用いて、日本人

の実際の食事に基づく改善可能な食品摂取

パターンを提示し、食事摂取基準の遵守度を

評価することを目的とした。 
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B. 方法

令和 6 年度では、成人男女（計約 370名）

の 4 日間食事記録データを用い、包絡分析法

により算出された食品摂取パターンを再分析

した。ここでは、算出された食品摂取パターン

と観察された食品摂取パターンのそれぞれに

ついて、栄養素摂取量を食事摂取基準 2020

年版と比較し、摂取量が推定平均必要量未満

の者、目標量の範囲にない者の割合を算出し

た 1。 

令和 7 年度では、全国 32 都道府県の成人

約 2600名の非連続 8 日間食事記録データを

用いた 2。性別および年齢層（若年・中高年）ご

とに解析し、包絡分析法により効率的食事群

を同定した後、①栄養学的な食事の質スコア

が最大化されるモデル（MaxNRF）、②食に関

連する温室効果ガス排出量が最小化されるモ

デル（MinGHGE）、③両者を統合したモデル

（OPT2G）により最適な食品摂取パターンを算

出した。各モデルではエネルギー摂取量が観

察値から一定であること、金銭的コストが観察

値の 105％以内であること等を制約条件とした。

その後、観察された食品摂取パターンと最適

化された食品摂取パターンについて、食品群

摂取量、栄養素摂取量、Nutrient Rich Food 

Index (NRF) 9.3 スコア、GHGE、金銭的コスト

を比較するとともに、食事摂取基準 2025年版

に基づき、摂取量が推定平均必要量未満の

者および目標量の範囲にない者の割合を算

出した。 

C. 結果

令和 6 年度では、包絡分析法により提案さ

れた食品摂取パターンは、観察された食事と

比べて、食塩、総脂質、飽和脂肪酸を除く多く

の栄養素で、推定平均必要量未満の者の割

合が観察値より少なく、目標量を逸脱した者も

少ない傾向が見られた 1。ただし、栄養素によ

って改善の程度は異なり、飽和脂肪酸では逆

に目標量の逸脱者が多かった。また、ナトリウ

ムは目標量超の者の割合が、観察値と最適化

後でほぼ同じであった。 

令和 7 年度では、すべてのモデルにおいて、

最適化後の食品摂取パターンでは、全粒穀類、

野菜類、豆類、乳製品、果物の摂取量が観察

値より多く、牛肉・豚肉および加工肉、アルコ

ール飲料類、加糖飲料類の摂取量が少なか

った 2。これに伴い、NRF9.3 スコアはすべての

性年齢群で最適化後の食品摂取パターンの

ほうが高く、栄養素摂取量が推定平均必要量

未満の者の割合は全体として少なくなった。 

一方で、ナトリウムが目標量超の割合は最適

化された食品摂取パターンでも依然として高く

（約 85～90％）、食物繊維が目標量未満の者

や、女性では飽和脂肪酸が目標量超の割合も

高かった。また、MinGHGE モデルでは、若年

男性において、ビタミン A、C、リボフラビンなど

一部栄養素が推定平均必要量未満の者の割

合が増加した。 

D. 考察

包絡分析法は、実際の食事に基づいた現

実的な改善パターンを提示でき、多くの栄養

素で食事摂取基準の遵守が観察値よりも良好

になるなど、有用な手法であることが示された。

一方で、観察された食事の摂取量の分布やモ

デルの制約に依存するため、食塩や飽和脂肪

酸などの改善が難しい栄養素が存在した。 

また、環境負荷の低減を優先した場合には

ビタミンの摂取量が低下する可能性があり、栄

養と環境の二者間にはトレードオフが存在する
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ことも明らかとなった。 

 

E. 結論 

 包絡分析法により、日本人の食事において

実現可能性の高い改善食事パターンを提示

でき、多くの栄養素で食事摂取基準の遵守は

向上した。しかし、食塩、飽和脂肪酸、食物繊

維などの課題は依然として残存し、環境負荷

低減とのトレードオフも確認された。今後は、

複数の目標を統合的に満たす食事設計手法

の開発が求められる。 
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